
 

  

 

  

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

     
事務所衛生基準規則では、事務所その他の作業場における労働者の清潔

保持等のために事業者が講ずべき措置等として、「事務室の環境管理」 

「清潔」「休養」等に関して定めています。 

1． 事務所の環境管理「騒音」 

11 条では、「室内の労働者に有害な影響を及ぼすおそれのある騒音又

は振動について、隔壁を設ける等その伝ぱを防止するため必要な措置を

講ずるようにしなければならない」としています。 

12 条では、「タイプライターその他の事務用機器で騒音を発するもの

を、5 台以上集中して同時に使用するときは、騒音の伝ぱを防止するため、遮音及び吸音の機能をもつ天井

及び壁で区画された専用の作業室を設けなければならない」としています。 

2． 清潔「給水」 

13 条では、「事業者は、労働者の飲用に供する水その他の飲料を十分に供給するようにしなければならな

い」としています。水道水以外の給水設備においては、水質基準が定められています。 

３． 清潔「清掃等の実施」 

15 条では、事業者は「日常行う清掃のほか、大掃除を、6 月以内ごとに一回、定期に、統一的に行うこ

と」としています。また、ねずみ、昆虫等による被害の状況について、6 カ月以内ごとに一回、定期に、

統一的に調査を実施し、調査結果に基づくこれらの発生防止措置を講ずることを求めています。 

４．休養「休憩の設備」 

19 条では、「事業者は、労働者が有効に利用することができる休憩の設備を設けるように努めなければな

らない」とし、通達（令 3・12・1 基発 1201 第 1 号）では、「事業場ごとに、休憩の設備の広さや、各事

業場のニーズに基づく休憩設備内に備えるべき設備については、衛生委員会等で調査審議、検討等を行い、

その結果に基づいて設置することが望ましいこと」としています。 

５．休養「休養室等」 

21 条では休養室等について、一定規模（常時 50 人以上または常時女性 30 人以上の労働者を使用）の事

業者は、「労働者がが床することのできる休養室又は休養所を、男性用と女性用に区別して設けなければな

らない」と定めています。なお、通達（同上）では、「休養室又は休養所は、事業場において病弱者、生理

日の女性等に使用させることを趣旨として設けられるものであり、長時間の休養等が必要な者については、

速やかに医療機関に搬送する又は帰宅させることが基本であることから、専用設備として設けなくとも、随

時利用が可能となる機能を確保することで足りるものであること」としており、加えて、臥床することを想

定していることから、プライバシー確保の配慮が重要としています。 
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労基法 16 条では、違約金制度や損害賠償額予定の制度を禁止しています。今回は、損害賠償額を

予定する契約の禁止について解説します。 

 

1．損害賠償額を予定する契約の禁止とは 

民法 420 条の賠償額の予定は、あらかじめ当事者間で一定の賠償額を定め、損害の発生とその

額を立証することなく定めた賠償額を請求できるもので、債権者の損害額の立証負担軽減や債務者

の高額負担リスクの防止のために設けられています。この契約の下では、債権者は債務不履行の事

実を証明すれば損害の発生とその額を証明しなくても予定額を請求することができ、債務者は実際

の損害額を証明しても減額できないと考えられています。 

労働契約の締結に当たり、賠償額を予定する契約をすると、債務不履行による実損害額にかかわ

らず、予定された損害賠償額を支払う義務を労働者が負うことになります。こうした労働契約は、

労働者に異常に高い賠償予定額が定められ、労働者の足止め策に利用される等の弊害があることか

ら、労基法 16 条では、民法を修正して禁止しています。 

賠償の金額をあらかじめ約定せず、現実に生じた損害について賠償請求することは、本条の禁止

に当たりません。 

 

2．損害賠償額を予定する契約 

判例では、研修費用や留学費用を会社が負担または立替をして、一定期間勤務した場合には、そ

の費用償還を免除する旨の合意がされたものが本条に抵触するか争われた事案があります。 

研修費用に関しては、①会社所属の技能教習所を修業した者に対し修業期間の２倍に相当する期

間の勤務義務を課し、この義務の違反者に一定額の弁償義務を課す契約（昭 23・７・15 基収

2408 号）、②美容師見習いでわがままに退職した場合には技術訓練の必要経費として入社時に遡り

１カ月につき４万円の講習手数料を支払う誓約書などがあり、こうした契約は労働者の自由意思を

拘束して退職の自由を奪うことになることから、本条に違反すると認めた判例があります。 

留学費用に関しては、企業の留学規程に基づき留学すれば留学費用を企業が負担し、留学終了後

５年以内に自己都合退職等した場合には留学費用を全額返還させるという制度について、業務命令

として留学派遣を命じていることから留学規程が本条に違反するとした判例があります。 

研修等が使用者の命令によるものであるか、援助金等が事業の必要経費ではなく立替金である



 

 

 
 
    ブルームバーグ・エル・ビ―事件 東京高裁平成２５年４月２４日判決 
 
● 概 要 

・会社は、アメリカに本社を置き、世界 126 か所にオフィスを置く通信社である。 

・従業員は、約 5 年間勤続していたが、途中心療内科医による勧めに基づく約 1 年の休職があった。 

・会社は従業員の業務能力に課題があるとし複数回の改善のプランを与えたが、改善が見られなかったため退職

勧奨（退職のすすめ）を行ったのち、解雇をした。 

・従業員は、解雇は無効であるとして訴訟を起こし認められた。（解雇無効） 

  

● 解 説 

一般的に解雇に関する過去の判例を見ると、会社が法律や判例を理解せずに独自の解釈で解雇を行っているもの

がほとんどで、会社が負けるべくして負けているという印象があります。 

一方で、今回の判例は 3 回も能力の改善プランが実施され、解雇を含む措置についても事前に説明し、解雇の前

に退職勧奨を行うなど、かなり用意周到に進められています。 

いわゆる『合法的な解雇』というスキームに沿った流れの為、会社が勝ってもおかしくないと感じましたが、改

めて能力不足を理由とする解雇の厳しさを認識させられる判例でした。 

 解雇についは、『客観的に合理的な理由』が求められますから、裁判ではその点について検討されます。 

裁判所は以下のような判断をして、客観的に合理的な理由がないとしました。 

○記事の配信が遅いとしているが、その制限時間が明確にされている訳でないから、会社はそれほどスピード

を重視していないと考えられる。 

○記事の数が少ないと言っても、1 週間に 1 本以上配信しなさいなどノルマが明確になっていないから、これも

重視していないと考えられる。 

 この内容を見ると、基準を明確にしたら OK かと思いきや次の言葉で八方ふさがりになります。 

○配信記事の閲覧件数が、会社の指定するボーダーラインの 500 件よりも少ないものが多いとするが、この数

字が従業員の能力をはかるうえで有効と言い切れない。 

 

◆ 経営者の感覚からすると従業員に勝たせるために裁判所が屁理屈をこねているようにしか見えないでしょう

が、本当にそう考えた方が正しいのではないかと思います。 

よって、能力不足の社員については、試用期間で見極めて本採用の見送りをしなければなりません。 

「いつの間にか試用期間が終わっていた…」とならないようにしましょう。 

 

金ちゃん先生の一言 
 
『はい。そうですね。能力不足社員や問題社員等、会社にとって有益でな無い社員については 

試用期間でその本質を見極めて本採用を見送る決断が必須ですよね。』 

 

 

 

 

労働判例百選Ⅱ個別的労働関係法 (1３)雇用関係の終了その６  能力不足理由解雇 

 

 

・懲戒その④ 
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厚生労働省から、令和6年度「過労死等の労災補償状況」が公表されました。そのポイントを確認しておきましょう。 

130万円の壁対策 
キャリアアップ助成金（短時間労働者労働時間延長支援コース）を新設 

 

令和６年度の精神障害の労災認定件数 初の 1,000件超え 原因のトップはパワハラ 
 
 

★いわゆる「130 万円の壁」による働き控えの解消を図りたいとお考えの場合は、短時間労働者労働時間延

長支援コース（新コース）の申請を検討してみましょう。なお、現行の社会保険適用時処遇改善コースの労

働時間延長メニューまたは併用メニューを利用していたが、同時に新コースの要件を満たしている場合に

は、新コースでの申請（切り替え申請）も可能となっています。ご不明な点などがあれば、気軽にお声掛け

ください。 

 

キャリアアップ助成金として、「短時間労働者労働時間延長支援コース」が新設されました（令和７

年７月１日～）。これは、106 万円の壁対策である「社会保険適用時処遇改善コース」の「労働時間延

長メニュー」の要件を見直すとともに、助成額を拡充し、130 万円の壁対策として新設されたもので

す。その概要は次のとおりです。 

･･････････････････････････令和６年度「過労死等の労災補償状況」のポイン

ト･････････････････････････ 

･････キャリアアップ助成金（短時間労働者労働時間延長支援コース）の概要（厚労省のリーフレットより）･････ 

●脳・心臓疾患に関する事案の労災補償状況 

・請求件数は 1,030 件で、前年度比 7 件の増加（うち死亡件数は前年度比 8件増の 255 件） 

・支給決定件数は 241 件で前年度比 25 件の増加（うち死亡件数は前年度比 9 件増の 67 件） 

●精神障害に関する事案の労災補償状況 

・請求件数は 3,780 件で前年度比 205 件の増加（うち未遂を含む自殺の件数は前年度比 10 件減の 202

件） 

・支給決定件数は 1,055 件で前年度比 172 件の増加（うち未遂を含む自殺の件数は前年度比 9 件増の

88 件） 

・出来事別の傾向 

支給決定件数は、「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」224 件、

「仕事内容・仕事量の大きな変化を生じさせる出来事があった」119 件、「顧客や取引先、施設利用者

等から著しい迷惑行為を受けた」108 件の順に多い。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8/12 ● 7月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

9/1 ● 7月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

● 6月決算法人の確定申告と納税・12月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 

◆あとがき◆ 猛暑は年々治まるどころかより激しさを増し、私の（６月～９月）÷(７月～８月)＝ 

 真夏倍増説をも上回る勢いです…。その対策としてゴルフでは❶半ズボン、❷帽子後ろ下に暑さ除け

の黒布(旧日本兵みたい)、❸氷嚢、❹クールカート乗車、❺小型扇風機等、あがいています…(笑)。 

★令和７年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等については、今回公表された各種様式を含め、早め

にチェックしておくようにしましょう。 

★報道では、精神障害に関する事案の支給決定（労災認定）の件数が増加していること（６年連続で過去最高

を更新し、初の1,000 件超え）や、その原因のトップがパワハラであること、３位にカスハラが入ったことな

どが話題になりました。 

こうした現状を見ると、「社員がハラスメントを受け、精神障害を発症し、労災認定される」といった事態を

未然に防ぐためにも、相談窓口の設置や研修の実施など、ハラスメント対策をしっかり講じておく必要性を改

めて感じさせられます。 

ハラスメント対策についてご質問があればお気軽にお尋ねください。 

令和７年分の年末調整のための各種様式を公表（国税庁） 

 令和７年 12 月に行う年末調整においては、基礎控除の見直し、給与所得控除の見直し、特定親族特別

控除の創設、扶養親族等の所得要件の改正といった令和７年度税制改正による改正規定が適用されます。 

この改正に伴い、年末調整関係書類の一部を変更することが国税庁から予告されていましたが、この

度、それらの確定版も含め、令和７年分の年末調整のための各種様式が公表されました。 

･････････････････････････例：代表的な申告書（いわゆる「基・配・特・所」）････････････････････････ 

お仕事 

カレンダー 

８月 

豆知識情報  災害補償③ 労災保険法との関係（法８４－Ⅰ） 

「労働基準法に規定する災害補償の事由について、労働者災害補償保険法に基づいて労働基準法の災害

補償に相当する給付が行われるべきものである場合においては、使用者は補償の責を免れる。」とされ

ています。 


